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(百万円未満切捨て)

１．2022年３月期第３四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 6,174 33.9 880 240.0 947 175.8 612 173.1

2021年３月期第３四半期 4,611 △4.9 258 △26.9 343 △13.3 224 △12.6
(注) 包括利益 2022年３月期第３四半期 614百万円( 177.7％) 2021年３月期第３四半期 221百万円( △13.2％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第３四半期 423.10 420.20

2021年３月期第３四半期 148.96 147.28
　　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 5,766 4,230 73.4

2021年３月期 4,875 3,722 76.4
(参考) 自己資本 2022年３月期第３四半期 4,230百万円 2021年３月期 3,722百万円
　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 － 0.00 － 80.00 80.00

2022年３月期 － 0.00 －

2022年３月期(予想) 150.00 150.00
(注1) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 有

(注2) 2022年３月期(予想)期末配当の内訳 普通配当90円00銭 特別配当60円00銭

(注3) 詳細は、本日(2022年２月10日)公表しました「配当予想の修正(増配及び特別配当)に関するお知らせ」を
　 ご覧ください。

３．2022年３月期の連結業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 7,822 26.5 905 175.3 972 131.6 616 124.2 425.21
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 －社（社名） － 、除外 －社（社名） －

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年３月期３Ｑ 1,506,500株 2021年３月期 1,506,500株

② 期末自己株式数 2022年３月期３Ｑ 57,704株 2021年３月期 62,567株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期３Ｑ 1,447,993株 2021年３月期３Ｑ 1,506,090株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想
の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料３ページ「１．当四半期決
算に関する定性的情報 (３) 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。

　

　　



共栄セキュリティーサービス株式会社(7058) 2022年３月期 第３四半期決算短信

1

○添付資料の目次

１．当四半期決算に関する定性的情報 ……………………………………………………………………２

（１）経営成績に関する説明 ………………………………………………………………………………２

（２）財政状態に関する説明 ………………………………………………………………………………３

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 …………………………………………………３

２．四半期連結財務諸表及び主な注記 ……………………………………………………………………４

（１）四半期連結貸借対照表 ………………………………………………………………………………４

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 …………………………………………６

（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 ……………………………………………………………８

（継続企業の前提に関する注記） ……………………………………………………………………８

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） ……………………………………………８

（会計方針の変更） ……………………………………………………………………………………８

（セグメント情報等） …………………………………………………………………………………８

　



共栄セキュリティーサービス株式会社(7058) 2022年３月期 第３四半期決算短信

2

１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症による厳しい状況が徐々に緩和さ

れる中で、このところ持ち直しの動きが見られました。今後も感染対策に万全を期し、経済社会活動を継続してい

く中で、景気が持ち直していくことが期待されます。一方で、変異株の感染拡大による下振れリスクに十分注意す

る必要があるなど、依然として不確実性は高い状況が続いております。

警備業界においては、新型コロナウイルス感染症による影響が残るものの、東京オリンピック・パラリンピック

開催に伴う警備業務、新型コロナウイルス感染拡大防止に関連する警備業務にも対応しております。また、警備業

は社会活動を維持するために必要不可欠なサービスを担っており、警備業界に対する社会的ニーズは高い状況が続

いております。

このような経営環境の下、当社グループは、新型コロナウイルス感染拡大防止対策に取り組み、社員ならびにお

客さまや取引先の安全確保を最優先に事業活動を行うことを前提に、ストック案件である大規模重要施設などの施

設警備の新規開始、新型コロナウイルス感染拡大防止に関連する臨時警備、東京オリンピック・パラリンピック競

技大会の警備に取り組み、業績は大きく伸長いたしました。

これら業績堅調の背景として、昨年度より積極的に若手人材の正社員採用に注力し、人員体制を質・量ともに強

化してきたことが大きな要因となっております。当期も引き続き積極的に若手人材の正社員採用に注力しており、

これらは一時的に業績に貢献するだけでなく、中長期的見地からも当社グループの成長に大きく寄与するものと考

えております。なお、受注環境が良好であることから、人員が過剰になる想定はありません。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高は6,174,452千円(前年同期比

33.9％増)、営業利益は880,474千円(前年同期比240.0％増)、経常利益は947,856千円(前年同期比175.8％増)、親会

社株主に帰属する四半期純利益は612,641千円(前年同期比173.1％増)となりました。

なお、当社グループは警備事業の単一セグメントであるため、セグメント毎の記載はしておりませんが、分野別

の業績は以下の通りであります。

(分野別の状況)

各分野別の売上高及び売上高全体に占める割合は、下記のとおりです。

当第３四半期連結累計期間 （自 2021年４月１日 至 2021年12月31日）

分野区分 金額（千円） 構成比

施設警備分野 4,543,587 73.6%

雑踏・交通誘導警備分野 1,350,991 21.9%

その他 279,873 4.5%

合 計 6,174,452 100.0%

当該状況を各分野ごとに、契約の性質に従い、長期・短期（臨時）別に内訳を記載いたします。

当第３四半期連結累計期間 （自 2021年４月１日 至 2021年12月31日） （単位：千円）

期間区分※ 施設警備分野
雑踏・交通誘導

警備分野
その他

連結売上高
合計

長 期 3,381,576 339,889 177,804 3,899,270

短期(臨時) 1,162,011 1,011,102 102,068 2,275,182

顧客との契約から
生じる収益

4,543,587 1,350,991 279,873 6,174,452

※期間区分については、契約期間が１年以上の契約を長期契約、１年未満の契約を短期（臨時）契約として

分類しております。但し、長期契約に付随した短期の警備契約については、長期契約の区分に含む等、実

態に即した分類としております。

　



共栄セキュリティーサービス株式会社(7058) 2022年３月期 第３四半期決算短信

3

新型コロナウイルス感染拡大による、当期における当社グループ業績へのマイナスの影響はごく限定的でありま

す。一方で、コロナ禍において、新型コロナウイルス感染拡大防止に関連する臨時警備の需要が高まり、機敏に対

応することで高い収益を確保いたしました。このような環境の下、当社グループは、今後もウィズコロナ時代の警

備需要の積極的な取り込みを進めるとともに、警備体制の拡大・強化に取り組んでまいります。

（２）財政状態に関する説明

　 当第３四半期連結会計期間末の財政状態につきましては、次のとおりであります。

（資産）

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ891,375千円増加し、5,766,608千円

(前連結会計年度末比18.3％増)となりました。この主な内容は、売上高の増加に伴う現金及び預金の増加598,051

千円、受取手形及び売掛金の増加192,050千円によるものであります。

（負債）

負債は、前連結会計年度末に比べ383,524千円増加し、1,535,882千円(前連結会計年度末比33.3％増)となりま

した。この主な内容は、未払金の増加85,162千円、未払法人税等の増加224,758千円によるものであります。

（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べ507,850千円増加し、4,230,726千円(前連結会計年度末比13.6％増)となり

ました。この主な内容は、親会社株主に帰属する四半期純利益の増加612,641千円及び配当金の支払による減少

115,514千円によるものであります。この結果、自己資本比率は73.4％(前連結会計年度末は76.4％)となりまし

た。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

連結業績予想については、2021年11月８日に公表いたしました連結業績予想に変更はありません。

なお、本決算短信に記載の見通しは当社グループの現在の予測に基づくものであり、外部環境の不確実性や変化

に左右されるため、様々な要因により実際の業績と大きく異なる可能性があります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,057,964 3,656,016

受取手形及び売掛金 664,152 856,203

貯蔵品 13,528 22,109

その他 57,157 129,527

貸倒引当金 △407 △442

流動資産合計 3,792,395 4,663,414

固定資産

有形固定資産 277,748 282,309

無形固定資産 17,680 13,335

投資その他の資産

投資不動産（純額） 532,838 527,805

その他 255,819 280,991

貸倒引当金 △1,248 △1,248

投資その他の資産合計 787,410 807,549

固定資産合計 1,082,838 1,103,194

資産合計 4,875,233 5,766,608
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 20,231 24,731

1年内返済予定の長期借入金 115,004 115,004

未払金 524,082 609,244

未払法人税等 74,765 299,523

賞与引当金 － 23,372

その他 66,527 197,025

流動負債合計 800,610 1,268,902

固定負債

長期借入金 316,660 232,490

資産除去債務 14,283 14,454

その他 20,804 20,036

固定負債合計 351,748 266,980

負債合計 1,152,358 1,535,882

純資産の部

株主資本

資本金 498,707 498,707

資本剰余金 535,410 529,565

利益剰余金 2,880,019 3,377,146

自己株式 △193,539 △178,496

株主資本合計 3,720,597 4,226,921

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,277 3,804

その他の包括利益累計額合計 2,277 3,804

純資産合計 3,722,875 4,230,726

負債純資産合計 4,875,233 5,766,608
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

売上高 4,611,327 6,174,452

売上原価 3,426,093 4,378,581

売上総利益 1,185,233 1,795,871

販売費及び一般管理費

給料及び手当 271,641 298,382

賞与引当金繰入額 － 3,156

その他 654,636 613,858

販売費及び一般管理費合計 926,277 915,397

営業利益 258,956 880,474

営業外収益

受取利息 49 44

受取配当金 500 708

受取地代家賃 34,933 30,771

保険解約返戻金 65,434 －

助成金収入 － 50,931

持分法による投資利益 1,588 436

その他 13,982 5,888

営業外収益合計 116,489 88,782

営業外費用

支払利息 543 709

賃貸収入原価 16,916 20,099

保険解約損 7,558 －

原状回復費用 6,481 －

その他 247 591

営業外費用合計 31,746 21,400

経常利益 343,698 947,856

特別損失

固定資産売却損 679 －

特別損失合計 679 －

税金等調整前四半期純利益 343,018 947,856

法人税、住民税及び事業税 107,304 355,216

法人税等調整額 11,362 △20,001

法人税等合計 118,666 335,214

四半期純利益 224,352 612,641

親会社株主に帰属する四半期純利益 224,352 612,641
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

四半期純利益 224,352 612,641

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △3,189 1,526

その他の包括利益合計 △3,189 1,526

四半期包括利益 221,162 614,168

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 221,162 614,168
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

　(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

当社グループにおける主な収益は、顧客との警備請負契約から生じる収益であり、当該契約における一定の

期間にわたる履行義務の充足につれて収益を認識することとしておりますが、従来の取り扱いから変更される

事項はないため、収益認識会計基準等の適用による四半期連結財務諸表への影響はありません。

(時価の算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計

基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表

に与える影響はありません。

（セグメント情報等）

当社グループの事業セグメントは、警備事業のみの単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略

しております。

　


